
２　過去１０年間の市税収入の推移（項目別）

　市税収入は収入全体の50％～60％を占めるものであり、「自立したまちづくり」を進めるためには、
自主財源の柱である市税収入の確保が大きな課題となります。

　未利用地の有効活用による課税客体（個人市民税・法人市民税・固定資産税）の増を図ることが重
要と考えられます。
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その他の市税 2,955,892 3,123,129 3,059,875 3,091,460 3,140,006 3,077,414 3,110,867 3,052,659 3,134,087 3,000,016 2,979,185
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計 25,372,218 25,372,132 25,679,873 24,947,999 24,800,210 23,949,019 24,194,997 23,508,666 22,606,874 22,353,155 23,162,001 
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　個人市民税は、景気低迷
による収入の減や納税義
務者の変化（給与収入の人
→年金生活者）などにより、
大きく減少を続けてきました
が、17年度は税制改正（配
偶者特別控除の一部廃止）
や景気の回復基調を受け
て、増収となりました。
　法人市民税は企業業績
の影響を顕著に受けるた
め、増減の幅がもっとも現
れる税目ですが、17年度は
好調な企業業績を受けて大
幅な増収となっています。
　固定資産税は伸び続けて
きましたが、ここにきて地価
の下落などによりほぼ横ば
い状態となっています。
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